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規 則

　森林法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
北海道規則第５号
　　　森林法施行細則の一部を改正する規則
　森林法施行細則（平成25年北海道規則第10号）の一部を次のように改正する。
　第15条中「法第68条第１項の規定により設置された北海道森林審議会（以下「審議会」と
いう。）」を「審議会」に改め、同条を第15条の２とし、第４章中同条の前に次の１条を加
える。
　（組織）
第15条　北海道森林審議会（以下「審議会」という。）は、委員15人以内で組織する。
　第22条第３項中「第15条」を「第15条の２」に改める。
　　　附　則
　この規則は、平成26年４月１日から施行する。

　景観法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
北海道規則第６号
　　　景観法施行細則の一部を改正する規則
　景観法施行細則（平成20年北海道規則第72号）の一部を次のように改正する。
　第４条第１項第１号中「第10条第２項及び第３項」を「第10条第２項、第３項及び第６項
（同法第16条第４項において準用する場合を含む。）」に改め、同項第２号中「第７条第２
項及び第３項」を「第７条の２第２項、第３項及び第６項」に改め、同条第２項中第10号を
第11号とし、第３号から第９号までを１号ずつ繰り下げ、第２号の次に次の１号を加える。
　⑶　風力発電設備
　第４条第２項に次の１号を加える。
　⑿　太陽電池発電設備
　別表第１の２の部⑴の項中「第４条第２項第２号及び第３号」を「第４条第２項第２号か
ら第４号まで」に、「第４条第２項第４号」を「第４条第２項第５号」に、「第４条第２項
第５号から第10号までに規定する」を「第４条第２項第６号から第11号までに掲げる」に改
め、同項に次のように加える。

オ　第４条第２項第12号に掲げる工作
　物　高さ５メートルかつ築造面積2,000
　平方メートル
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　別表第２の２の部⑴の項中「第４条第２項第２号及び第３号」を「第４条第２項第２号か
ら第４号まで」に、「第４条第２項第４号」を「第４条第２項第５号」に、「第４条第２項
第５号から第10号まで」を「第４条第２項第６号から第11号まで」に改め、同項に次のよう
に加える。

オ　第４条第２項第12号に掲げる工作
　物　高さ５メートルかつ築造面積1,000
　平方メートル

　　　附　則
　この規則は、平成26年４月１日から施行する。ただし、第４条第１項の改正規定は、公布
の日から施行する。

告 示

北海道告示第195号
　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第２項の規定により、特定有害物質によっ
て汚染されており、土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければならない区域
（以下「形質変更時要届出区域」という。）の指定を次のとおり解除する。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　指定を解除する形質変更時要届出区域　 　平成23年北海道告示第670号で指定した区域

（北広島市輪厚工業団地１丁目４番７の一部）
の一部（次の図のとおり）

２　特 定 有 害 物 質 の 種 類　　テトラクロロエチレン
３　講じられた汚染の除去等の措置　 　指定されている単位区画の指定の解除を目的

とした調査が実施され、汚染のないことが判明
したことによる。

　（「次の図」は省略し、その図面を北海道環境生活部環境局環境推進課に備え置いて縦覧
に供する。）

北海道告示第196号
　家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第５条第１項の規定により、次のとおり当該
牛の所有者に対し、当該牛について、牛のブルセラ病及びヨーネ病の予防のための検査を受
けることを命ずる。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ

１⑴　実施の目的
　　　牛のブルセラ病及びヨーネ病の発生予防のため
　⑵　実施する区域の市町村名及び実施の期日
　　　実施する区域の　　　　実　　　　　施　　　　　の　　　　　期　　　　　日
　　　市　町　村　名　　　　（当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
　　　恵　　庭　　市　　　　平成26年４月14日から６月６日まで
　　　真　　狩　　村　　　　同　　　４月７日から６月27日まで
　　　積　　丹　　町　　　　同
　　　登　　別　　市　　　　同　　　４月１日から６月27日まで
　　　壮　　瞥　　町　　　　同
　　　洞　爺　湖　町　　　　同
　　　む　か　わ　町　　　　同
　　　美　　深　　町　　　　同　　　４月１日から８月29日まで
　　　湧　　別　　町　　　　同　　　４月１日から11月28日まで
　　　興　　部　　町　　　　同　　　５月１日から10月31日まで
　　　西　興　部　村　　　　同　　　８月４日から11月28日まで
　　　鹿　　追　　町　　　　同　　　４月１日から７月４日まで
　　　更　　別　　村　　　　同　　　６月30日から９月19日まで
　　　大　　樹　　町　　　　同　　　５月19日から８月15日まで
　　　足　　寄　　町　　　　同　　　８月４日から11月14日まで
　　　陸　　別　　町　　　　同　　　４月28日から７月18日まで
　　　浦　　幌　　町　　　　同　　　６月16日から８月29日まで
　　　標　　茶　　町　　　　同　　　４月１日から平成27年２月17日まで
　　　釧　　路　　市　　　　同　　　６月２日から平成27年２月17日まで
　　　根　　室　　市　　　　同　　　４月21日から平成26年９月30日まで
　　　中　標　津　町　　　　同　　　７月１日から平成27年２月27日まで
　⑶　実施の対象となる家畜の種類及び範囲
　　 　実施する区域内で搾乳の用に供する雌牛。ただし、生後24か月未満のもの及び牛のヨ

ーネ病の予防のための検査については、家畜伝染病予防法に基づく牛のヨーネ病のまん
延防止のための措置を講じている農場に飼養されているものを除く。

２⑴　実施の目的
　　　牛のブルセラ病及びヨーネ病の発生予防のため
　⑵　実施する区域の市町村名及び実施の期日
　　　実施する区域の　　　　実　　　　　施　　　　　の　　　　　期　　　　　日
　　　市　町　村　名　　　　（当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
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　　　真　　狩　　村　　　　平成26年４月７日から６月27日まで
　　　倶　知　安　町　　　　同
　　　積　　丹　　町　　　　同
　　　美　　瑛　　町　　　　同　　　４月１日から８月29日まで
　　　美　　深　　町　　　　同
　　　帯　　広　　市　　　　同　　　４月１日から９月30日まで
　　　音　　更　　町　　　　同
　　　士　　幌　　町　　　　同
　　　上　士　幌　町　　　　同
　　　鹿　　追　　町　　　　同
　　　新　　得　　町　　　　同
　　　清　　水　　町　　　　同
　　　芽　　室　　町　　　　同
　　　中　札　内　村　　　　同
　　　更　　別　　村　　　　同
　　　大　　樹　　町　　　　同
　　　広　　尾　　町　　　　同
　　　幕　　別　　町　　　　同
　　　池　　田　　町　　　　同
　　　豊　　頃　　町　　　　同
　　　本　　別　　町　　　　同
　　　足　　寄　　町　　　　同
　　　陸　　別　　町　　　　同
　　　浦　　幌　　町　　　　同
　　　標　　茶　　町　　　　同　　　４月１日から平成27年２月17日まで
　　　釧　　路　　市　　　　同　　　６月２日から平成27年２月17日まで
　⑶　実施の対象となる家畜の種類及び範囲
　　 　実施する区域内で種付けの用に供する雄牛。ただし、牛のヨーネ病の予防のための検

査については、家畜伝染病予防法に基づく牛のヨーネ病のまん延防止のための措置を講
じている農場に飼養されているものを除く。

３　実施の方法
　⑴　検査は、所轄家畜保健衛生所長が指定する日時及び場所で家畜防疫員が行う。
　⑵ 　検査は、家畜伝染病予防法施行規則（昭和26年農林省令第35号）第９条に定める方法

による。

北海道告示第197号
　家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第５条第１項の規定により、次のとおり当該
牛の所有者に対し、当該牛について、牛の結核病の予防のための検査を受けることを命ずる。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
１⑴　実施の目的
　　　牛の結核病の発生予防のため
　⑵　実施する区域の市町村名及び実施の期日
　　　実施する区域の　　　　実　　　　　施　　　　　の　　　　　期　　　　　日
　　　市　町　村　名　　　　（当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
　　　赤　　平　　市　　　　平成26年５月12日から６月30日まで
　　　三　　笠　　市　　　　同
　　　妹　背　牛　町　　　　同　　　４月１日から５月２日まで
　　　沼　　田　　町　　　　同　　　５月12日から６月30日まで
　　　千　　歳　　市　　　　同　　　５月19日から７月18日まで
　　　安　　平　　町　　　　同　　　４月１日から５月30日まで
　　　平　　取　　町　　　　同　　　４月１日から６月30日まで
　　　函　　館　　市　　　　同　　　５月19日から７月４日まで
　　　知　　内　　町　　　　同　　　６月30日から８月８日まで
　　　木　古　内　町　　　　同　　　６月16日から７月25日まで
　　　旭　　川　　市　　　　同　　　４月１日から７月31日まで
　　　南 富 良 野 町　　　　同
　　　苫　　前　　町　　　　同　　　４月１日から６月30日まで
　　　初　山　別　村　　　　同
　　　稚　　内　　市　　　　同　　　４月１日から６月27日まで
　　　湧　　別　　町　　　　同　　　４月１日から11月28日まで
　　　興　　部　　町　　　　同　　　５月１日から10月31日まで
　　　西　興　部　村　　　　同　　　８月４日から11月28日まで
　　　鹿　　追　　町　　　　同　　　４月１日から７月４日まで
　　　更　　別　　村　　　　同　　　６月30日から９月19日まで
　　　大　　樹　　町　　　　同　　　５月19日から８月15日まで
　　　足　　寄　　町　　　　同　　　８月４日から11月14日まで
　　　陸　　別　　町　　　　同　　　４月28日から７月18日まで
　　　浦　　幌　　町　　　　同　　　６月16日から８月29日まで
　　　標　　茶　　町　　　　同　　　４月１日から平成27年２月20日まで
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　　　釧　　路　　市　　　　同　　　６月２日から平成27年２月20日まで
　　　根　　室　　市　　　　同　　　４月21日から平成26年９月30日まで
　　　中　標　津　町　　　　同　　　７月１日から平成27年２月27日まで
　⑶　実施の対象となる家畜の種類及び範囲
　　　実施する区域内で搾乳の用に供する雌牛。ただし、生後24か月未満のものを除く。
２⑴　実施の目的
　　　牛の結核病の発生予防のため
　⑵　実施する区域の市町村名及び実施の期日
　　　実施する区域の　　　　実　　　　　施　　　　　の　　　　　期　　　　　日
　　　市　町　村　名　　　　（当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
　　　北　広　島　市　　　　平成26年５月12日から６月20日まで
　　　倶　知　安　町　　　　同　　　４月７日から６月27日まで
　　　旭　　川　　市　　　　同　　　４月１日から７月31日まで
　　　南 富 良 野 町　　　　同
　　　帯　　広　　市　　　　同　　　４月１日から９月30日まで
　　　音　　更　　町　　　　同
　　　士　　幌　　町　　　　同
　　　上　士　幌　町　　　　同
　　　鹿　　追　　町　　　　同
　　　新　　得　　町　　　　同
　　　清　　水　　町　　　　同
　　　芽　　室　　町　　　　同
　　　中　札　内　村　　　　同
　　　更　　別　　村　　　　同
　　　大　　樹　　町　　　　同
　　　広　　尾　　町　　　　同
　　　幕　　別　　町　　　　同
　　　池　　田　　町　　　　同
　　　豊　　頃　　町　　　　同
　　　本　　別　　町　　　　同
　　　足　　寄　　町　　　　同
　　　陸　　別　　町　　　　同
　　　浦　　幌　　町　　　　同
　　　標　　茶　　町　　　　同　　　４月１日から平成27年２月20日まで
　　　釧　　路　　市　　　　同　　　６月２日から平成27年２月20日まで

　⑶　実施の対象となる家畜の種類及び範囲
　　　実施する区域内で種付けの用に供する雄牛
３　実施の方法
　⑴　検査は、所轄家畜保健衛生所長が指定する日時及び場所で家畜防疫員が行う。
　⑵ 　検査は、家畜伝染病予防法施行規則（昭和26年農林省令第35号）第９条に定める方法

による。

北海道告示第198号
　家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第５条第１項の規定により、次のとおり当該
牛の所有者に対し、当該牛について、牛のヨーネ病の予防のための検査を受けることを命ず
る。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　実施の目的
　　牛のヨーネ病の発生予防のため
２　実施する区域の市町村名及び実施の期日
　　実施する区域の　　　　実　　　　　施　　　　　の　　　　　期　　　　　日
　　市　町　村　名　　　　（当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
　　新 十 津 川 町　　　　平成26年４月14日から５月30日まで
　　石　　狩　　市　　　　同　　　４月７日から５月23日まで
　　真　　狩　　村　　　　同　　　４月７日から６月27日まで
　　積　　丹　　町　　　　同
　　美　　深　　町　　　　同　　　４月１日から８月29日まで
　　湧　　別　　町　　　　同　　　４月１日から11月28日まで
　　興　　部　　町　　　　同　　　５月１日から10月31日まで
　　西　興　部　村　　　　同　　　８月４日から11月28日まで
　　芽　　室　　町　　　　同　　　４月14日から６月20日まで
　　標　　茶　　町　　　　同　　　４月１日から平成27年２月17日まで
　　釧　　路　　市　　　　同　　　６月２日から平成27年２月17日まで
　　根　　室　　市　　　　同　　　４月21日から平成26年９月30日まで
　　中　標　津　町　　　　同　　　７月１日から平成27年２月27日まで
３　実施の対象となる家畜の種類及び範囲
　 　実施する区域内で繁殖の用に供する肉用雌牛。ただし、生後24か月未満のもの及び家畜
伝染病予防法に基づく牛のヨーネ病のまん延防止対策を講じている農場に飼養されている
ものを除く。
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４　実施の方法
　⑴　検査は、所轄家畜保健衛生所長が指定する日時及び場所で家畜防疫員が行う。
　⑵ 　検査は、家畜伝染病予防法施行規則（昭和26年農林省令第35号）第９条に定める方法

による。

北海道告示第199号
　家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第５条第１項の規定により、次のとおり当該
馬の所有者に対し、当該馬について、馬伝染性貧血の予防のための検査を受けることを命ず
る。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
１⑴　実施の目的
　　　馬伝染性貧血の発生予防のため
　⑵　実施する区域の市町村名及び実施の期日
　　　実施する区域の　　　　実　　　　　施　　　　　の　　　　　期　　　　　日
　　　市　町　村　名　　　　（当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
　　　札　　幌　　市　　　　平成26年６月９日から７月25日まで
　　　ニ　セ　コ　町　　　　同　　　５月12日から７月18日まで
　　　真　　狩　　村　　　　同
　　　留　寿　都　村　　　　同
　　　京　　極　　町　　　　同
　　　北　　斗　　市　　　　同　　　４月７日から５月23日まで
　　　七　　飯　　町　　　　同　　　４月28日から６月13日まで
　　　名　　寄　　市　　　　同　　　５月１日から９月30日まで
　　　士　　別　　市　　　　同
　　　和　　寒　　町　　　　同
　　　剣　　淵　　町　　　　同
　　　清　　里　　町　　　　同　　　６月２日から８月29日まで
　　　小　清　水　町　　　　同
　　　訓　子　府　町　　　　同
　　　滝　　上　　町　　　　同
　　　弟　子　屈　町　　　　同　　　４月１日から７月31日まで
　　　白　　糠　　町　　　　同
　　　釧　　路　　市　　　　同
　⑶　実施の対象となる家畜の種類及び範囲

　　 　実施する区域内で種付けの用に供し、又は供する目的で飼育している雄馬。ただし、
生後180日未満のものを除く。

２⑴　実施の目的
　　　馬伝染性貧血の発生予防のため
　⑵　実施する区域の市町村名及び実施の期日
　　　実施する区域の　　　　実　　　　　施　　　　　の　　　　　期　　　　　日
　　　市　町　村　名　　　　（当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
　　　深　　川　　市　　　　平成26年４月７日から５月16日まで
　　　浦　　臼　　町　　　　同
　　　札　　幌　　市　　　　同　　　６月９日から７月25日まで
　　　ニ　セ　コ　町　　　　同　　　５月12日から７月18日まで
　　　真　　狩　　村　　　　同
　　　留　寿　都　村　　　　同
　　　京　　極　　町　　　　同
　　　登　　別　　市　　　　同　　　５月１日から８月27日まで
　　　白　　老　　町　　　　同
　　　日　　高　　町　　　　同　　　４月１日から７月18日まで
　　　北　　斗　　市　　　　同　　　４月７日から５月23日まで
　　　七　　飯　　町　　　　同　　　４月28日から６月13日まで
　　　上　ノ　国　町　　　　同　　　４月１日から６月30日まで
　　　厚　沢　部　町　　　　同
　　　乙　　部　　町　　　　同
　　　名　　寄　　市　　　　同　　　５月１日から９月30日まで
　　　士　　別　　市　　　　同
　　　和　　寒　　町　　　　同
　　　剣　　淵　　町　　　　同
　　　留　　萌　　市　　　　同　　　５月１日から６月30日まで
　　　増　　毛　　町　　　　同
　　　小　　平　　町　　　　同
　　　苫　　前　　町　　　　同
　　　羽　　幌　　町　　　　同
　　　初　山　別　村　　　　同
　　　遠　　別　　町　　　　同
　　　天　　塩　　町　　　　同
　　　清　　里　　町　　　　同　　　６月２日から８月29日まで
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　　　小　清　水　町　　　　同
　　　訓　子　府　町　　　　同
　　　滝　　上　　町　　　　同
　　　弟　子　屈　町　　　　同　　　４月１日から７月31日まで
　　　白　　糠　　町　　　　同
　　　釧　　路　　市　　　　同
　　　根　　室　　市　　　　同　　　４月１日から９月30日まで
　　　別　　海　　町　　　　同
　　　中　標　津　町　　　　同
　⑶　実施の対象となる家畜の種類及び範囲
　　 　実施する区域内で飼育している馬。ただし、生後180日未満のもの、種付けの用に供

し、又は供する目的で飼育している雄馬、家畜伝染病予防法第13条第１項の届出をして
いるもの及び家畜防疫員が疾病その他の事由により検査を受けることが困難と認めたも
のを除く。

３　実施の方法
　⑴　検査は、所轄家畜保健衛生所長が指定する日時及び場所で家畜防疫員が行う。
　⑵ 　検査は、家畜伝染病予防法施行規則（昭和26年農林省令第35号）第９条に定める方法

による。

北海道告示第200号
　家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第５条第１項の規定により、次のとおり当該
鶏の所有者に対し、当該鶏について、家きんサルモネラ感染症（ひな白痢に限る。）の予防
のための検査を受けることを命ずる。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　実施の目的
　　家きんサルモネラ感染症（ひな白痢に限る。）の発生予防のため
２　実施する区域の市町村名及び実施の期日
　　実施する区域の　　　　　実　　　　　施　　　　　の　　　　　期　　　　　日
　　市　町　村　名　　　　（当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
　　由　　仁　　町　　　　平成26年４月１日から平成27年３月31日まで
　　北　　見　　市　　　　同
　　新　　得　　町　　　　同　　　６月２日から平成26年８月１日まで
　　清　　水　　町　　　　同
３　実施の対象となる家畜の種類及び範囲

　　実施の区域内で飼育する種鶏、種鶏候補鶏及びこれらと同一鶏舎に飼育する鶏
４　実施の方法
　⑴　検査は、所轄家畜保健衛生所長が指定する日時及び場所で家畜防疫員が行う。
　⑵　検査は、全血を用いるひな白痢急速凝集反応法による。

北海道告示第201号
　家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第５条第１項の規定により、次のとおり当該
牛の死体の所有者に対し、当該牛の死体について、牛の伝達性海綿状脳症の発生の状況を把
握するための検査を受けることを命ずる。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　実施の目的
　　牛の伝達性海綿状脳症の発生の状況を把握するため
２　実施する区域及び実施の期日
　　実 施 す る 区 域　　　　実　　　　　施　　　　　の　　　　　期　　　　　日
　　　　　　　　　　　　　　（当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
　　北海道一円。ただ　　　　平成26年４月１日から平成27年３月31日まで
　　し、奥尻町、羽幌
　　町大字天売及び大
　　字焼尻、利尻町、
　　利尻富士町並びに
　　礼文町を除く。
３　実施の対象となる家畜の死体の種類及び範囲
　 　牛海綿状脳症対策特別措置法（平成14年法律第70号）第６条第１項に基づく届出があっ
た牛の死体。ただし、牛海綿状脳症対策特別措置法施行規則（平成14年農林水産省令第58
号）第４条第２号から第４号までに該当する場合を除く。

４　実施の方法
　⑴　検査は、所轄家畜保健衛生所長が指定する日時及び場所で家畜防疫員が行う。
　⑵ 　検査は、家畜伝染病予防法施行規則（昭和26年農林省令第35号）第９条に定める方法

による。

北海道告示第202号
　家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第５条第１項の規定により、次のとおり鶏、
あひる、うずら、七面鳥、だちょう、きじ又はほろほろ鳥（以下「家きん」という。）の農
場（鶏、あひる、うずら、七面鳥、きじ及びほろほろ鳥については飼養羽数が100羽以上の
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農場、だちょうについては10羽以上の農場に限る。）の所有者に対し、当該家きんについて、
高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザの発生予察のための検査を受ける
ことを命ずる。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　実施の目的
　　高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザの発生予察のため
２　実施する区域の市町村名及び実施の期日
　　実 施 す る 区 域　　　　実　　　　　施　　　　　の　　　　　期　　　　　日
　　　　　　　　　　　　　　（当該期間において所轄家畜保健衛生所長の定める日）
　　北海道一円　　　　　　　平成26年４月１日から平成27年３月31日まで
３　実施の対象となる家畜の種類及び範囲
　　実施の区域内で飼育する家きんで、家畜保健衛生所長が指定するもの
４　実施の方法
　⑴　検査は、所轄家畜保健衛生所長が指定する日時及び場所で家畜防疫員が行う。
　⑵　検査は、血清抗体検査及びその他必要な検査による。

北海道告示第203号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、北竜土地改良区から、
次のとおり役員の就任及び退任の届出があった。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 平成26. 2.24 理 事 近　江　博　信 雨竜郡北竜町字碧水36番地の５
同 同 同 小　林　俊　哉 同　　北竜町字和85番地の１
同 同 同 渡　辺　　　隆 同　　北竜町字板谷15番地の１
同 同 同 川　島　直　美 同　　北竜町字碧水78番地の１
同 同 同 谷　本　　　徹 同　　雨竜町字渭の津74番地64
同 同 同 西　野　利　幸 同　　北竜町字三谷47番地の１
同 同 同 川　上　健　康 同　　北竜町字美葉牛114番地の１
同 同 監 事 河　野　　　朗 同　　北竜町字岩村７番地の１
同 同 同 深　瀬　純　一 同　　北竜町字恵岱別40番地の１
退 任 同　26. 2.23 理 事 金　山　信　幸 同　　北竜町字和86番地の８
同 同 同 近　江　博　信 同　　北竜町字碧水36番地の５
同 同 同 大　路　𠮷　久 同　　北竜町字板谷167番地の１

同 同 同 藤　江　秀　俊 同　　雨竜町字渭の津74番地82
同 同 同 西　野　利　幸 同　　北竜町字三谷47番地の１
同 同 同 渡　辺　　　隆 同　　北竜町字板谷15番地の１
同 同 同 川　上　健　康 同　　北竜町字美葉牛114番地の１
同 同 監 事 河　野　　　朗 同　　北竜町字岩村７番地の１
同 同 同 宮　島　利　春 同　　北竜町字恵岱別８番地の１

北海道告示第204号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、平成26年３月７日、東
和土地改良区の定款の変更を認可した。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ

北海道告示第205号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第１項の規定により、次の地区について道営
土地改良事業の土地改良事業計画を定めた。
　その関係書類は、平成26年３月19日から20日間、一般の縦覧に供する。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
地 区 名 事 業 の 種 類 縦 覧 場 所
西長沼東 区画整理 北海道空知総合振興局
渡島東部 農業用用排水施設、区画整理、暗渠

きよ

排水 北海道渡島総合振興局
瓜 幕 農業用用排水施設 北海道十勝総合振興局

北海道告示第206号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第９項の規定により、長沼町長都遠軽地
区の換地処分をした。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ

北海道告示第207号
　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第２項の規定により、次のように保安林を指
定する予定である。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
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１　保安林予定森林の所在場所　 　礼文郡礼文町大字船泊村字ウヱントマリ196の１（次の
図に示す部分に限る。）、197、字ニシウヱントマリ553の
１、554

２　指 定 の 目 的　　雪崩の危険の防止
３　指 定 施 業 要 件
　⑴　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　ア　主伐は、択伐による。
　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立 木 の 伐 採 の 限 度　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道宗谷総合振
興局産業振興部林務課及び礼文町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第208号
　森林法（昭和26年法律第249号）第26条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　解除予定保安林の所在場所　 　十勝郡浦幌町字チプネオコツペ１の１（次の図に示す

部分に限る。）
２　保安林として指定された目的　　霧害の防備
３　解 除 の 理 由　　公共施設用地とするため
　（「次の図」は、省略し、その図面を北海道十勝総合振興局産業振興部林務課及び浦幌町
役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第209号
　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
１⑴　指定施業要件の変更に係る保　　紋別郡西興部村（次の図に示す部分に限る。）
　　　安林の所在場所
　⑵　保安林として指定された目的　　干害の防備
　⑶　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件

　　ア　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。
　　　　　西興部村（次の図に示す部分に限る。）
　　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　　ウ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市

町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　イ　立 木 の 伐 採 の 限 度　　次のとおりとする。
２⑴　指定施業要件の変更に係る保　　紋別郡雄武町・西興部村（以上１町１村について次
　　　安林の所在場所　　　　　　　の図に示す部分に限る。）
　⑵　保安林として指定された目的　　公衆の保健
　⑶　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　　ア　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。
　　　　　雄武町・西興部村（以上１町１村について次の図に示す部分に限る。）
　　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　　ウ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市

町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　イ　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道オホーツク
総合振興局産業振興部林務課及び関係町村役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第210号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変
更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。
　その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道十勝総合振興局帯広建設管理部に
備え置いて、告示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　道路の種類　　道道
２　路　線　名　　帯広新得線
３　道路の区域
区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
河西郡芽室町北芽室北３線14番５地先から 16.00mから 道道東瓜幕芽室線重複
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同郡芽室町北芽室北３線29番１地先 前 30.00mまで 1,704.04m Ｌ＝17.00ｍ
（道道東瓜幕芽室線交点）まで

後
16.00mから

1,704.03m
道道東瓜幕芽室線重複

30.00mまで Ｌ＝16.87ｍ

北海道告示第211号
　河川区域の廃止により廃川敷地等が生じたので、河川法施行令（昭和40年政令第14号）第
49条の規定により、次のとおり告示する。
　その関係図面は、北海道胆振総合振興局室蘭建設管理部に備え置いて縦覧に供する。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　河 川 の 名 称　　二級河川小鉾岸川水系豊泉川
２　廃川敷地等が生じた年月日　　平成26年３月18日
３　廃 川 敷 地 等 の 位 置　 　（左岸）虻田郡豊浦町字大岸83番４地先及び同89番１地

先
４　廃川敷地等の種類及び数量　　土地　1,769.38㎡

北海道告示第212号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57
号）第６条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　軽舞の沢川（Ⅰ－31－0960）
２　土砂災害警戒区域の表示
　　勇払郡厚真町字軽舞（次の図のとおり）
３　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　土石流
　（「次の図」は省略し、その図面を北海道胆振総合振興局室蘭建設管理部に備え置いて縦
覧に供する。）

北海道告示第213号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57
号）第６条第１項及び第８条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域として指定する。

　　平成26年３月18日
北海道知事　高　橋　はるみ

１⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　千歳真町２（Ⅰ－０－282－282）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　千歳市真町、本町３丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
２⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　千歳蘭越５（Ⅱ－０－204－204）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　千歳市蘭越、新星２丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
３⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　苫小牧清水町（Ⅰ－３－８－1648）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　苫小牧市清水町１丁目、２丁目、字高丘（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
４⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　苫小牧植苗３（Ⅰ－３－９－1649）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　苫小牧市字植苗（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　急傾斜地の崩壊
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
　（「次の図」は省略し、その図面を関係総合振興局建設管理部に備え置いて縦覧に供す
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る。）

北海道告示第214号
　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定により、次のとおり都市計画事
業の事業計画の変更を認可した。
　　平成26年３月18日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　施 行 者 の 名 称　　札幌市
２　都市計画事業の種類及び名称　　札幌圏都市計画道路事業（３・３・70号丘珠空港通）
３　事 業 施 行 期 間　　平成24年１月27日から平成27年３月31日まで
４　事 業 地 （ 収 用 の 部 分 ）　　変更なし

総合振興局告示及び振興局告示

北海道後志総合振興局告示第43号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　平成26年３月18日

北海道後志総合振興局長　宮　川　秀　明
１　落札に係る物品等の名称（１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）及び数量
　⑴　複写機賃貸借契約その１　デジタル複写機等の賃貸借　一式
　⑵　複写機賃貸借契約その２　デジタルカラー複写機等の賃貸借　一式
２　落札を決定した日
　　平成26年３月７日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　有限会社日進堂
　⑵　住　所　　虻田郡倶知安町北１条西２丁目
４　落札金額
　⑴ア　基本料金　　32,000円
　　イ　複写料金　　　 2.9円
　⑵ア　基本料金　　　　　　　17,500円
　　イ　複写料金（カラー）　　　16.5円
　　ウ　複写料金（モノクロ）　　 5.0円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告

　　平成26年１月31日付け北海道後志総合振興局告示第９号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道後志総合振興局地域政策部総務課
　⑵　所在地　　虻田郡倶知安町北１条東２丁目

道 教 育 庁 教 育 局 告 示

北海道教育庁胆振教育局告示第16号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　平成26年３月18日

北海道教育庁胆振教育局長　篠　原　正　行
１　落札に係る物品等の名称（１月当たりの単価）及び数量
　⑴　パーソナルコンピュータ等の賃貸借　126台　一式
　⑵　パーソナルコンピュータ等の賃貸借　168台　一式
２　落札を決定した日
　　平成26年２月26日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社
　⑵　住　所　　東京都港区港南２丁目15番３号
４　落札金額
　⑴　426,708円
　⑵　594,540円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　平成26年２月４日付け北海道教育庁胆振教育局告示第１号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道教育庁胆振教育局道立学校運営支援室
　⑵　所在地　　室蘭市海岸町１丁目４番１号

道 公 安 委 員 会 規 則

　北海道警察の組織に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成26年３月18日

北海道公安委員会委員長　横　内　龍　三
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北海道公安委員会規則第１号
　　　北海道警察の組織に関する規則の一部を改正する規則
　北海道警察の組織に関する規則（昭和40年北海道公安委員会規則第２号）の一部を次のよ
うに改正する。
　第18条第６号中「解釈及び運用並びに関係事犯の取締り」を「運用」に改め、同条中第８
号を第９号とし、第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。
　⑺ 　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成13年法律第31号）の

運用に関すること。
　第19条の２第１号中「銃砲刀剣類の」の次に「許可及び」を加え、同条中第２号を削り、
第３号を第２号とし、第４号を第３号とし、第５号を第４号とし、同条第６号中「運搬等」
を「運搬」に改め、同号を同条第５号とし、同条第７号中「、金属くず商」を「及び金属く
ず商」に、「指導取締り」を「取締り」に改め、同号を同条第６号とし、同条第８号中「指
導等」を「届出及び取締り」に改め、同号を同条第７号とし、同条第９号中「指導等」を
「認定及び取締り」に改め、同号を同条第８号とし、同号の次に次の１号を加える。
　⑼ 　インターネット異性紹介事業の届出及び取締りに関すること（少年課の所掌に属する

ものを除く。）。
　第19条の２中第12号を第13号とし、同条第11号中「指導取締り」を「取締り」に改め、同
号を同条第12号とし、同条第10号の次に次の１号を加える。
　⑾　売春関係事犯の取締りに関すること。
　第19条の３中第４号を削り、第５号を第４号とする。
　第20条の５第１号中「運航」の次に「及び整備」を加え、同条第２号中「の実施」を「及
び遭難者の捜索救助」に改める。
　第33条を削り、第33条の２を第33条とし、第33条の３から第33条の13までを１条ずつ繰り
上げる。
　第34条の７を第34条の８とし、第34条の２から第34条の６までを１条ずつ繰り下げ、第34
条を第34条の２とし、同条の前に次の１条を加える。
　（治安総合政策室）
第34条　警務部警務課に、治安総合政策室を附置する。
２ 　治安総合政策室においては、所管行政に係る治安政策に関する企画、調査及び総合調整
に関する事務を行う。
　第35条の14を削り、第35条の13を第35条の14とし、第35条の３から第35条の12までを１条
ずつ繰り下げ、第35条の２第２項中「、犯罪抑止対策及び子ども・女性に係る性犯罪等の前
兆事案の取締り」を「及び犯罪の抑止対策」に改め、同条を第35条の３とし、第35条の次に
次の１条を加える。
　（人身安全対策室）

第35条の２　生活安全部生活安全企画課に、人身安全対策室を附置する。
２ 　人身安全対策室においては、人身の安全を早急に確保する必要の認められる事案及び子
どもと女性の安全に係る事案の総合対策に関する事務を行う。

　第41条第２項中第３号を削り、第４号を第３号とする。
　　　附　則
　この規則は、平成26年４月１日から施行する。

　北海道地方警察職員の組織別定員に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成26年３月18日

北海道公安委員会委員長　横　内　龍　三
北海道公安委員会規則第２号
　　　北海道地方警察職員の組織別定員に関する規則の一部を改正する規則
　北海道地方警察職員の組織別定員に関する規則（昭和32年北海道公安委員会規則第３号）
の一部を次のように改正する。
　別表を次のように改める。
別表

区　分

組織別

警　　　　　察　　　　　官
警察官以
外の職員 合　計

警　視 警　部
警部補及
び

巡査部長
巡　査 計

北海道警察本部 171 246 1,220 452 2,089 558 2,647
札 幌 市 警 察 部 （2） （1） （3） （6） （4） （10）
北海道警察学校 12 14 44 270 340 29 369
札幌方面警察署 106 214 2,315 1,557 4,192 242 4,434

計 289 474 3,579 2,279 6,621 829 7,450

函館方面
本　部 23 37 142 48 250 60 310
警察署 20 42 397 205 664 44 708
計 43 79 539 253 914 104 1,018

旭川方面
本　部 23 37 161 57 278 64 342
警察署 26 60 592 276 954 70 1,024
計 49 97 753 333 1,232 134 1,366

釧路方面
本　部 27 39 172 49 287 65 352
警察署 22 51 528 286 887 60 947
計 49 90 700 335 1,174 125 1,299

本　部 18 33 96 22 169 48 217
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北見方面 警察署 15 29 256 118 418 31 449
計 33 62 352 140 587 79 666

合　　　計 463 802 5,923 3,340 10,528 1,271 11,799

　注１ 　警察教養施設において、新任者として訓練中の者の定員は、北海道警察学校に含め
る。

　　２　札幌市警察部の定員は、兼任制のため内数による再掲である。
　　　附　則
　この規則は、平成26年４月１日から施行する。

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第165号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　平成26年３月18日

北海道警察本部長　坂　　　　　明
１　落札に係る特定役務の名称（１件当たりの単価）及び調達予定数量
　　自動車保管場所データ入力業務委託　322,499件
２　落札を決定した日
　　平成26年３月５日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　一般財団法人北海道交通安全協会
　⑵　住　所　　札幌市中央区北１条西９丁目ノースキャピタルビル内
４　落札金額
　　200円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　平成26年１月21日付け北海道警察本部告示第40号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道警察本部総務部会計課
　⑵　所在地　　札幌市中央区北２条西７丁目


